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私立学校をとりまく諸事情と今日的課題(2)

大 森 隆 實（日本私学教育研究所専任研究員）

１．はじめに

教育基本法が60年ぶりに改正され、初等中等教育界においても、それにともなう数々の施策が行わ

れようとしている。PISA ショックに端を発した学力低下をどう改善するか。小学校と幼稚園・保育

園との接続の在り方を模索する動き。俗にいう小１ショックを是正するための小学校におけるスター

トプログラムの構築。学級担任制の小学校と教科担任制の中学校、いわゆる中１ギャップの問題。ま

た、省庁を越えた幼保の一体化の問題。さらには、教員の資質の向上を願っての、教員免許の在り方

をめぐる問題等、中央教育審議会、初等中等分科会、ワーキンググループでの作業と多くのプロジェ

クトが文部科学省内で進められている。改革の経緯から見ると､私立学校の存在が希薄に感じられる

のである。その原因と対策を追究しようと本研究を行った。

２．中央教育審議会と私立学校

2011年２月15日に開催された中央教育審議会で課題として掲げられたものの中で、初等中等教育に

関連するものをあげると、16の項目になる（表１）。それだけ新たな改革が求められているといって

よいだろう１）。

昨年の紀要にも書いたとおり、教育基本法の６条で、「法律に定める学校は、公の性質を有するも

のであって、国地方公共団体および法律に定める法人のみが、これを設置できる」となっている。こ

こでいう法律に定める法人とは、学校法人を指しているのであり、さらに８条には、「私立学校の有

する公の性質及び学校教育において果たす重要な役割にかんがみ………以下省略」と書かれている。

ここで、私立学校が、公の学校であることが明らかになっている２）。

したがって、中央教育審議会が課題として掲げるものすべてに関して、私立学校として対応してい

かなければならないことが分かる。しかしながら、会議の議事録からは、私学として主張すべき点を

十分主張しているとは思えないのである。公立の私学化ということがどんどん進められている中で､

私学としてもっとアッピールしていく必要がある。国の施策に対して賛否に留まることなく、より積

極的なアクションが望まれる。

３．私立学校の独自性を求めて

カリキュラムの在り方や授業料等学費の問題等々、いろいろな意味で、公私の垣根が取り除かれた

り、低くなったりしている現在、私立学校の独自性をどこに求めたらいいのか。

中教審の答申などにも私学の立場がほとんどあがっていない。多くの議論は教員の資質向上に見ら

れるように、大学、教育委員会、学校現場のせめぎ合いに終始している。学校法人の立場は軽視され

ているといってよい。授業料問題で顔を出す程度である。

今年は、このテーマに沿って、二つの研究会を持つことができた。一つは、私立小学校の現職・退

職の校長先生方をメンバーにした「私立小学校経営研究会」。二つ目は、中学校・高等学校を退職し
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た校長先生方で組織した、「私学教員の資質研究会」である。

それらの研究会を通して、テーマに近づけようと進めてきた結果、私学の独自性を追求するには、

教員の質の確保がなによりも重要である、ということになった。

私立学校を選ぶ児童生徒は、それぞれの学校の教育方針に沿って入学してくる。それゆえ、私立学

校の教員は、そこでの教育に応えられる教師集団でなければならない。

しかしながら、最近では、授業経営力の高い教員をスカウトしたり、他校を定年退職した経験豊か

な教師を非常勤講師として採用するような動きがみられる。また、予備校や学習塾の講師などを課外

授業や夏休みや土曜日などに進学対策の切り札として起用する例などもある。個々の教員の教育力は

高くても、私立学校独自の教育を具現化する教師集団といえるだろうか。東京都立の高校や区立の中

学などで実施されている予備校や塾の講師の授業以外での起用と私立学校でのそれとは異なるはずで

ある。

最近の社会情勢から、子どもたちの将来の不安を解消しようと、保護者たちの学校選びが熱をおび

てきている。それに加えて、経済の先行きも不透明であり、教育にかける費用の削減も起きている。

これは、親だけの問題ではなく、公私ともに学校が児童生徒数の確保を目指して、大学への進学に力

を注いできている。その影響で、建学の精神より、大学へ合格できる学力をつけるための教師の確保

が優先されているように思える。

今年度実施された平成23年４月に入学する児童の各校に対する応募状況を知ることができた。首都

圏の学校全体で、昨年と比べおよそ4,000人減少している。それに比べて、国立大学の附属小学校は

増加している。大学進学実績と教育費の双方から、学校選択が行われているように思える。

東京都では、小学校入学者全体の５パーセント、決して多くはないが約4,500人が私立の小学校を

選んで入学してくるのである。

４．まとめ

私立学校に入学してくる児童生徒に関わる教員は、どのような資質を身につけていなければならな

いのだろうか、答えは明白である。

私立学校の建学の精神を具現化できる教師でなければならないのである。教科指導だけでなく、全

人格的な成長を期待して入学してくる児童生徒に応えられるような資質が全教員に求められる｡

文部科学省の示した「魅力ある優れた教員の確保のために」の資料によると、「いつの時代にも求

められる資質能力」として、一番目に「教育者としての使命感」、次に「人が人として成長していく

過程において、大切な成長発達についての深い理解」があげられている。さらに、三番目に「幼児、

児童生徒に対する教育的愛情」と続く。ちなみに、教科等に関する専門的知識は、その後に記されて

いる｡

我が国の教育全般に公私を越えて求められている教師の資質がこのようにうたわれているのであ

る。これは、私立学校イコール公教育プラスアルファとするならば、さらに、数々の工夫と努力によ

って、トータルな人を創り出す教育が望まれており、それに応えられる教師こそが期待される教師像

であり、私立学校にふさわしい教員といえよう。
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